


236

もはや不可避とされている人口減少時代・超高齢社会の到来、景気の長期低迷や国際競争の激

化による産業構造の変化、深刻さを増す地球環境問題など、わが国全体が大きな時代の転換期に

突入しています。

このような時代潮流の変化のなか、行財政運営においては、国・地方を問わず、従来のような

自動的な税収増は困難となっている一方、少子・高齢化対策、循環型社会の構築、高度情報通信

基盤の整備など、多岐にわたる分野で今後さらに財政需要は拡大すると見込まれています。

こうしたなか、地方分権と財政再建、新たな地域づくりの枠組みづくりを推進する平成の大合

併の全国的な動きにいちはやく対応し、平成16年４月１日に４市町村（川之江市、伊予三島市、

土居町、新宮村）が合併して「四国中央市」が発足しました。

これまで、製紙産業の発展を軸に、四国にとどまらず、西日本経済の活性化に大きく寄与して

きた本圏域においては、高速交通基盤の整備が進み、環瀬戸内海経済圏の一翼としてのポテンシャ

ルが高まる一方、海・山の良好な自然環境が残され、豊かな農林水産資源、観光・文化資源を有

しており、新時代を拓く大きな可能性をもっているといえます。

こうしたことから、都市の将来像と発展方向の基本指針を明らかにするだけでなく、効果的、

効率的な施策・事業の推進や市民との協働のあり方など、四国中央市としての新たな都市づくり

を規定する総合計画を策定するものです。

１　計画策定の趣旨
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（１）計画の構成

基本構想

基本構想は、基本計画及び実施計画を含む四国中央市の総合的なまちづくりの基本的指針で

あり、市民と行政の共通の目標となるものです。計画期間は、平成17年度を初年度とし、平成

26年度を目標年度とします。

基本計画

基本計画は、基本構想で定めた四国中央市の将来像を実現するために必要な施策を分野別に

体系化したものです。計画期間は同じく10年間とし、中間時点の平成21年度に見直しを行うこ

ととします。

実施計画

実施計画は、基本計画で体系化した施策を具体的事業で示し、その内容を明らかにするもの

です。施策の進捗状況や重要度・緊急度、財政状況、国や県などの施策の動向などを総合的に

勘案しながら各年度の事業計画として、基本構想・基本計画とは別途策定するものです。計画

期間は、向こう３年間を見越したローリング方式により毎年度策定します。

（２）施策・事業の範囲

基本構想は、市が実施する施策を主体に、その基本的方向を示すものですが、国や愛媛県など

が行う施策についても、四国中央市に関わるものについては計画に含めます。また、民間事業者

や市民が主体となって行う事業についても含めるものとします。

（３）対象地域

基本構想の対象地域は、四国中央市全域としますが、広域的な関わりをもつ施策については、

近隣自治体や県と連携して、対応することとします。

２　計画の位置づけと構成・期間
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（１）位置と地勢

本市は愛媛県の東端部に位置し、東は香川県に面し、南東は徳島県、更に南は四国山地を境

に高知県に接しており、四国で唯一４県が接する地域となります。県都松山市と高松市へは約

80㎞、高知市までは約60㎞、徳島市までは約100㎞、大阪市へ約300㎞、東京都まで約800㎞の距

離にあります。

地形は、東西に約25㎞の海岸線が広がり、その海岸線に沿って東部には全国屈指の「製紙・

紙加工業」の工業地帯を擁し、その南に比較的幅の狭い市街地を形成しています。その海岸線

西部には、美しい自然海岸が広がりその南には広大な農地が広がっています。

さらに南には急峻な法皇山脈から四国山地へと続く山間部を擁し、この豊かな自然により水

という恵みを与えられ、産業や生活が支えられています。

また、本市は高速道路網の整備により、三島川之江・土居・新宮の３つのインターチェンジ

と川之江・川之江東の２つのジャンクションを持ち、四国の「エックスハイウェイ」の中心地

となっており、四国各県の県庁所在地のいずれにも、ほぼ１時間で結ばれるという好条件にあ

ります。

海路では四国最大規模の国際貿易港として「四国ロジサイト」の建設が進められています

（平成18年竣工予定）。エックスポート四国ロジサイトは、四国屈指の多目的国際ターミナルに

立地しており、海上貨物を取り扱うにも絶好のロケーションにあります。海路では海外と直結

し、陸路ではエックスハイウェイの効果を最大限に活用できるとして期待が高まってきていま

す。

（２）自　　然

気候は燧灘に面した平野部では、瀬戸内海特有の温暖寡雨で、年間平均降水量は約1,500㎜、

年間平均気温は16.0℃と、冬期においても積雪をみることはまれで、台風や洪水、地震などの

天災も少なく、気象条件に恵まれています。

この地域の気候の大きな特色のひとつとして、平野部では毎年春先から初夏にかけて、日本

三大局地風の一つである「やまじ風」が、法皇山脈の北斜面から燧灘へ周期的に吹きおろし、

時には人家や農作物に被害を及ぼすことがあります。

また、法皇山脈と四国山地に囲まれた山間部は、年間平均降水量は約1,700㎜、年間平均気温

は13.3℃と、瀬戸内海に近く位置しているため比較的温和となっています。冬期には積雪や結

氷（気温が０℃以下に低下する時におこる水の凝固現象）もみられます。

３　四国中央市の地域概要
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（３）歴　　史

平成16年（2004）４月１日、川之江市・伊予三島市・宇摩郡土居町・宇摩郡新宮村の２市１

町１村が合併し、四国中央市が誕生しました。

この地域は古くから「宇摩」と呼ばれ、古い歴史を持っています。

宇摩のあけぼの

宇摩の地に人々が暮らしはじめた最古の痕跡は旧石器時代終末期（今から１万2000年前）の

ものでこの時期の石器が上分町高田や下川町などで発見されています。

その後、縄文時代になると、人々が生活していた痕跡を示す遺跡も見られるようになり特に

縄文時代後期以降の土器が土居町藤原や近年では上分西遺跡などで出土しています。

弥生時代になると遺跡の数も多くなり、主に金生川流域を中心とした東部地域に分布してい

ます。川之江町大江遺跡では海浜に弥生時代中期から６世紀頃まで継続的に生活が営まれまし

た。三島宮川の破
は

魔
ま

殿
でん

遺跡では弥生時代終末期から古墳時代への転換期の集落が営まれ、鉄器

を製作した「鍛
か

冶
じ

炉
ろ

」が出土しており、遺跡出土の畿内系土器と併せて、海を越えて他地域と

の交流があったことを物語っています。また、祭祀に使われた青銅器のうち銅剣や銅鉾が柴生

町・金生町下分や、土居町入野・津根などで発見されています。

古墳文化の隆盛

３世紀中頃になると特定の首長を巨大な墳墓に埋葬する「古墳時代」になりますが、当地域

では前期から中期（３世紀後半から５世紀）にかけての古墳は少なく、現在はあまり知られて

いません。

しかし、古墳時代後期（６世紀前後）に横穴式石室が導入されると各地で多くの古墳が築造

されるようになりました。妻鳥町から上柏町にかけての丘陵地帯の東宮山古墳（妻鳥町）、経ヶ

岡古墳（下柏町）などが、比較的早い時期のものと見られます。古墳時代終末期（７世紀）に

入ると金生川流域に２基の石室が単一丘陵に平行して築かれ、両石室とも県内最大級の石室規

模を誇る向山古墳（金生町下分）などが、さらには土居町東部に群集墳である大空・高原古墳

群（土居町野田）が築造されたものと考えられます。このような古墳時代後期（６世紀）から

律令期への転換期である古墳時代終末期（７世紀）にかけての古墳文化を基盤として後の「宇

摩郡」が成立したと考えられます。

律令制と宇摩郡

大化の改新（645年）以降に成立した律令制の下で国郡里制が定められ、この地域は「伊予国

宇摩郡」とされました。宇摩郡には山田・山口・津根・近井の４里（「里」はのちに「郷」とさ

れる）と余戸
あまりべ

がありました。「郡
こほり

」ははじめ「評
こほり

」と称されていましたが、現在、岡山県立博物

館に所蔵されている須恵器（土器）には「馬評
うまのこほり

」の文字が刻まれており、これが後の「宇摩郡」

にあたるのではないかと推定されています。

律令国家は中央と諸国との連絡を緊密にするため、全国に官道を整備しました。官道には

駅家
うまや

が設けられ、駅家におかれた駅馬は緊急時の連絡や公務で往来する官人が使用しました。

官道・南海道は、淡路国から阿波・讃岐の国府を経て伊予国宇摩郡に入り、大岡駅（妻鳥町松

木付近か）・近井駅（土居町中村付近）を経て伊予国府（今治市）に向かう経路をとりました。

後に土佐国府へは大岡駅から南下して四国山脈を越えていく経路がとられるようになり、山背
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駅（新宮町馬立）が置かれました。

中世の宇摩

宇摩郡は伊予国の東端に位置し、讃岐・阿波・土佐と境を接するため、たびたび隣国からの

侵入を受けていました。宇摩・新居の両郡は讃岐の細川氏の支配を受けた時代が長く続きまし

た。仏殿城（川之江城）は、南北朝時代、土
ど

肥
ひ

三郎
さぶろう

左
ざ

衛
え

門
もん

義昌
よしまさ

が築いたのが最初とされていま

す。

戦国時代にも、この地は四国の覇権をめぐる争いの舞台となり、激しい戦乱が繰り返されま

した。落城にまつわる悲しい伝説も残されています。この時代の城跡としては、仏殿城のほか、

轟城（上分町）、松尾城（中曽根町）、渋柿城（土居町小林）などが知られています。

江戸時代の藩と村々

伊勢神戸（三重県鈴鹿市）城主・一柳
ひとつやなぎ

監物
けんもつ

直盛
なおもり

は寛永13年（1636）に伊予西条６万8600石に

移封されましたが、入国する途中に大坂で病没、遺領は長男直重に西条３万石、三男直頼に小

松１万石、そして次男美作守
みまさかのかみ

直家
なおいえ

に　川之江２万8600石が分与されました。直家は川之江村に

陣屋を置きましたが、寛永19年（1642）に病没、養子の直次は播磨国小野（兵庫県小野市）に

１万石で移され、一柳家の川之江藩は足かけ７年で終わりました。

なお、西条藩一柳家の分家が5000石を領有し、津根村八日市（土居町）に陣屋を構えていた

時期もありましたが、これも播磨国高木（兵庫県三木市）に移されました。

その後、宇摩郡の村々は、幕府（松山藩御預所）、今治藩、西条藩（一柳家が改易され、紀州

松平家の分家が入封）の領地が入り組み、相給
あいきゅう

（１つの村が２つの領地に分けられる）の村も

数村あるなど、複雑な統治体制がとられるようになりました。

幕府領：川之江・余木・下分・山田井・三角寺・新宮・具定・西寒川・大町・豊田・ 五良

野・岡銅・小川山・平野山・野田・藤原・中・浦山・天満・北野

今治領：三島・長須・柴生・下川・下山・領家・半田・上山・新瀬川・馬立・新宮・村松・

下柏・上柏・中曽根・寒川山・岩原瀬・鷹野山

西条領：上分・金川・中之庄・東寒川・西寒川・長田・野田・津根・小林・蕪崎・天満・土

居・入野・畑野

（太字は相給の村）

幕府領（松山藩御預所）では、川之江村の一柳家の陣屋跡に松山藩の陣屋が置かれました。川

之江陣屋の支配地は、宇摩・新居両郡の幕府領のほか、讃岐国那珂郡（金毘羅の周辺）、小豆島に

まで及び、特に、日本有数の銅山であった宇摩郡別子山村（新居浜市）の別子銅山の稼動が最大

の任務となっていました。

今治藩の陣屋（御用屋敷）は三島村に置かれ、郡内18カ村を支配しました。

街道の往来

江戸時代には、物資の流通が盛んになり、街道を往来する人々も多くなってきました。伊予

と讃岐を結ぶ街道、金毘羅道（松山道）は、西から新居郡（新居浜市）との境界の関の峠（土

居町上野）を越えて宇摩郡に入り、豊田（豊岡町）、三島、川之江を経て余木崎から讃岐へ通じ

ていました。

川之江からは土佐道が分岐し、法皇山脈を越え、馬立（新宮町）を経て笹ヶ峰を越え、土佐

に達しました。この道は土佐では「北山越え」と呼ばれ、土佐藩が参勤交代に使用していまし
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た。途中、馬立（新宮町）と川之江に、参勤交代の一行が宿泊する本陣が置かれました。

街道筋には、村でありながら町場をもつ「在郷町」が発達し、商業活動が盛んに行われてい

ました。郡内では、陣屋が置かれた川之江村や三島村のほか、上分村（西条藩領）がありまし

た。これらの在郷町では、有力な商人たちによって「村札」（藩の藩札に相当する）も発行され、

近在の村々でも通用していました。

また、川之江・三島などには港があり、対岸の山陽地方や大坂などから船が往来していまし

た。村民にも回船業を営む者がおり、川之江村だけでも数十艘の回船を所有していました。当

時の物資の輸送は、陸上よりも船による海上輸送が主体となっていました。

四国遍路も盛んになり、文化・文政時代（1800年代初め）には最盛期を迎えました。宇摩郡

には三角寺村（金田町）に伊予最後の札所・三角寺があり、札所を結ぶ「遍路道」が中之庄村

の通称「遍路分かれ」で金毘羅道から分岐し、三角寺を経て讃岐最初の札所・雲辺寺に通じて

いました。遍路道には石の道標「遍路石」が、今も数多く残されています。また、この地域の

村々からも多くの人々が遍路に出たことが、記録に残されています。

学問の興隆

宇摩郡でも、上層の農民や商人などを中心に、儒学などの学問が盛んになってきました。尾
び

藤
とう

二
じ

洲
しゅう

は川之江村の回船業の家に生まれ、村の儒医・宇
う

田
だ

川楊軒
がわようけん

のもとで学を修め、大坂へ遊

学し陽明学を、その後江戸で朱子学を学び、当時の最高学府である江戸幕府の「昌平坂学問所」

の教授として活躍しました。柴野栗山、古賀精里とともに「寛政の三博士」として知られてい

ます。門人には、近藤篤山
こんどうとくざん

・長
なが

野
の

豊山
ほうざん

がいます。

近藤篤山は小林村（土居町）に生まれ、はじめ大坂で、さらには昌平坂学問所で二洲の教え

を受けました。帰郷後、川之江で塾を開いていましたが、小松藩に賓師の礼をもって迎えられ

藩校で教育にあたり、その人徳と学識から「伊予聖人」とたたえられました。

在村絵師の活躍

今村
いまむら

道
みち

之
の

進
しん

義種
よしたね

は中曽根村（今治藩領）に生まれ、京都で狩能探幽の流れを汲む京都鶴沢派

に学び、帰郷して地元で多くの絵を描きました。生涯、農村で活動した「村狩野」は、この道

之進が全国でただ１人知られています。

道之進の作品目録には、地元の庄屋や寺院・神社などから掛け軸、襖絵、屏風などの発注を

受けて描いたことが記され、当時の宇摩地域の豊かな暮らしぶりを知ることができます。彼の

作品は残念ながら現存するものは少ないのですが、子孫の家には「粉本
ふんぽん

」（絵のお手本）・下絵

など千数百点あまりが残され、全国的にみても貴重な絵画資料となっています。

幕末から明治へ

慶応４年（1868）、朝廷から徳川慶喜（第15代将軍）追討の詔が出され、高松・松山の両藩と

ともに、幕府領の川之江も土佐藩兵の進駐を受けました。土佐藩は陣屋（のち民政局）を川之

江に設置、近代的な治政につとめました。

明治４年（1871）、川之江民政局統治下の村々は丸亀県に編入、間もなく今治県（旧今治

藩）・西条県（旧西条藩）の村々とともに松山県となり、宇摩郡の村々の分割支配は終わりを

告げました。明治11年（1878）には川之江村に宇摩郡役所が置かれました。

明治22年（1889）には町村制が施行され、宇摩郡に51あった村は合併によって23村となりま

した。
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［明治22年の宇摩郡の村々］

川之江・二名・金生・上分・金田・川滝・新立・上山・松柏・三島・中曽根・ 中之庄・寒

川・豊岡・金砂・富郷・野田・津根・小富士・土居・満崎・関川・ 別子山

（明治31年から昭和27年にかけて、三島・川之江・上分・金生・寒川は町制を施行）

昭和29年（1954）、川之江市・伊予三島市・新宮村・土居町が誕生しました。この明治22年の

町村制施行後の町村域の多くが、小学校の校区や公民館の設置単位の地域となって、現在も存

続しています。

製紙業の発展

この地域の製紙業の始まりは、今から約250年前の宝暦年間（1751～1763）に小川山村（現在

の金砂町）の中之川で始まったとされています。当初は数戸が、自生の楮
こうぞ

や三椏
みつまた

を原料に紙を

漉いていたものでしたが、文政年間には、この村の小川利平が駿河半紙の製法を習得してきて、

小川半紙と呼ぶ紙を漉くようになりました。宇摩郡の村々は稲作に適した平地が少ないため、

農家の副業として、慶応から明治にかけて、こうした紙漉きが次第に広まっていき、紙漉きを

専業とする業者も増加していきました。

一方、明治初期から日本髪の結髪に多く用いられた元結（もっとい）の製造に始まる紙加工

業は、断髪令などの時代の変革によって元結が衰退した後、水引を材料として結納品、金封や

漏斗紙などに工夫され「伊予の水引」として全国に知られるようになりました。

明治維新後、製紙工場はさらに増加し、紙の販路拡大や製紙技術の革新に向けた努力により、

今日の当地域の製紙産業の隆盛の基礎が築かれていきました。明治末期には戸数750軒を数える

「手漉き和紙黄金時代」を迎えるに至ったのです。その後、時代の流れとともに機械抄き製紙工

場が次第に増え、主流は手漉き和紙から機械抄き製紙へと変化していきました。

そして1954年には、宇摩地域100年の悲願であった銅山川疎水事業が完成し「紙の命」である

工業用水が大量に確保され、飛躍的な発展を遂げることとなったのです。

戦後日本の高度成長期となる1950年代に入り需要が急速に拡大すると、企業の大規模化と新

規参入が増大するとともに、原料や薬品を扱う商社や製紙機械メーカー等総合的な補完体制が

整い、紙産業の基盤整備が進みました。

現在、四国中央市の紙産業における製造品出荷額は約4,800億円に上ります。これを大きく分

けた製品別全国シェアに置き換えてみると、新聞巻取紙は24％、包装紙は17％、衛生用紙は

14％、書道用紙は60％などといずれも高い数値で推移しており「日本一の紙のまち」の面目躍

如となっています。

また、ここで生産される品種は、新聞紙・文庫紙・紙おむつ・ウェットティシュ・不織布・

金封・書道用紙・封筒荷札・タック紙・紙管・漏斗紙・再生紙など、正に多種多様を誇り「切

手と紙幣以外は全て作れる」と言われています。
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（４）統　　計

420.05平方㎞
（平成16年国土地理院面積調）

32,957世帯
（平成12年国勢調査）

94,326人
（平成12年国勢調査）

平成14年 796人 平成14年 915人 1世帯あたり 2.86人

1k㎡あたり 224.63人 46,518人
（平成12年国勢調査）

5.369事業所
（平成13年事業所・企業統計）

474,574百万円
（平成12年度市町村民所得統計）

35,384百万円
（平成13年度財政規模（歳出））

2,259戸
（2000年農林業センサス）

●面　積 ●世帯数 ●総人口

●出　生 ●死　亡 ●家　族

●人口密度 ●就業者数 ●事業所数

●市内総生産 ●予　算 ●販売農家数
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3,698人
（2000年農林業センサス）

経営耕地総面積 1,928ha
（2000年農林業センサス）

467事業所
（平成13年工業統計調査〈従業者
4人以上〉）

1,529事業所
（平成14年商業統計調査）

43,813台
（「自動車数の推移」〈平成14年3月〉）

61,336人
（県警察本部調べ 平成14年12月）

平成13年 756件 1,515件
（平成13年犯罪統計書）

平成13年 34件

101施設
（医療施設調査〈平成13年10月〉）

医師数 170人 65歳以上 20,010人

●農業就業人口 ●耕地面積 ●工業事業所数

●商　店 ●自動車保有 ●運転免許保有者数

●交通事故 ●刑法犯罪発生件数 ●火　災

●医療施設数 ●医　師 ●老　人
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（１）調査の概要

１）調査の目的

新市としてのはじめての総合計画の策定にあたり、市民生活の実態や市民意識を把握し、

計画策定の基礎資料とするため、16歳以上の市民を対象とするアンケート調査を実施した。

２）調査の方法

①調査対象

調査の対象は、市内に居住する16歳以上の市民とする。

②対象者数

対象者3,000人を住民票から無作為抽出した。

③調査方法

郵送により、調査票の配布・回収を行った。

３）回収結果（有効回答率）

有効回収票数1,152票（38.4％）

４）集計上の注意事項

・回答率などは、小数点第２位を四捨五入して小数点第１位まで表記した。このため、合計

が100.0％にならないことがある。

・複数回答方式（マルチ回答）の設問では、百分率の合計が100％を超えることがある。

・グラフ中の数値は百分率である。

４　市民の意識
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（２）主要な設問の集計結果

１）四国中央市のイメージについて

問１　一覧

問２　今後高めてほしいイメージ

最も回答が多いのは、「人間性」の49.7％である。次に

多いのは「優れた環境」であり、44.8％とこれを若干

下回って続いている。第３位は「活力」の27.4％、第

４位は「成長」の26.0％、第５位は「文化性」の18.6％

となっている。

総数=1152（複数回答） 
100 20 30 40 50 60

%

人間性 49.7

優れた環境 44.8

活力 27.4

成長 26.0

文化性 18.6

成熟 9.5

明るさ 7.1

その他 2.1

特にない・わからない 2.1

無回答 2.3

81 
7.0 
69 
6.0 
111 
9.6 
73 
6.3 
90 
7.8 
90 
7.8 
92 
8.0 
86 
7.5 
93 
8.1 
90 
7.8 
83 
7.2 
82 
7.1

275 
23.9 
291 
25.3 
300 
26.0 
159 
13.8 
317 
27.5 
280 
24.3 
348 
30.2 
333 
28.9 
212 
18.4 
285 
24.7 
406 
35.2 
268 
23.3

582 
50.5 
594 
51.6 
638 
55.4 
490 
42.5 
656 
56.9 
604 
52.4 
594 
51.6 
610 
53.0 
682 
59.2 
682 
59.2 
560 
48.6 
733 
63.6

214 
18.6 
198 
17.2 
103 
8.9 
430 
37.3 
89 
7.7 
178 
15.5 
118 
10.2 
123 
10.7 
165 
14.3 
95 
8.2 
103 
8.9 
69 
6.0

1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0

発展的な（1） 

活気のある（2） 

快適な（3） 

自然豊かな（4） 

潤いのある（5） 

落ち着いた（6） 

美しい（7） 

文化的な（8） 

あたたかい（9） 

開放的な（１０） 

先進的な（１１） 

秩序ある（１２） 

全体 
（0） 

強く感じる 
（1） 

どちらとも言えない 
（2） 

そうは思わない 
（3） 

無回答 
（4） 
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２）暮らしを取り巻く環境について

問３　生活においての不安

最も回答が多いのは、「自分自身の健康や介護」の

48.4％である。次に多いのは「家計」であり、35.2％と

これを一定程度下回って続いている。第３位は「子ど

もの将来」の24.9％、第４位は「生き方・生きがい」

の23.6％、第５位は「親の健康や介護」の16.5％となっ

ている。

総数=1152（複数回答） 
100 20 30 40 50 60

%

自分自身の健康や介護 48.4

家計 35.2

子供の将来 24.9

生き方・生きがい 23.6

親の健康や介護 16.5

仕事・家業や雇用 15.5

漠然とした不安 13.5

3.6家族とのコミュニケーション 

1.5その他 

特に不安はない 1.9

わからない 0.4

1.8無回答 
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３）定住の意向について

問９　定住理由

問１０ 定住意向

問１１ 転居したい理由

回答のなかでは、「生まれが市内だから」が60.5％と、

他に比べて格段に多くなっているのが目立っている。

２番目に多いのは、「結婚したため」の19.8％となって

いる。

最も多い答えは「ずっと住み続けたい」の52.1％であ

り、第２位の「当分の間住み続けたい」の20.5％の２

倍以上となっている。第３位は「わからない」（12.2％）、

第４位は「市外に転居したい」（7.6％）となっている。

最も多い答えは「生活環境が悪い」の30.3％であり、

第２位の「交通の便が悪い」の11.7％の２倍以上とな

っている。第３位は「買い物に不便」（11.7％）、第４

位は「隣近所との関係で」（10.3％）、第５位は「仕事

の関係で」（5.5％）となっている。

総数=1152
100 20 30 40 50 50 7060

%

生まれが市内だから 60.5

結婚したため 19.8

親や家族の都合 6.3

通勤・通学が便利 4.0

転勤となったため 3.5

自然環境が良いから 0.6

子供の教育の都合 0.5

その他 3.3

無回答 1.6

わからない 
12.2％ 

当分の間 
住み続けたい 
20.5％ 

市内の他所に 
転居したい 
5.0％ 

ずっと 
住み続けたい 
52.1％ 

市外に転居したい 
7.6％ 無回答 

2.7％ 

総数 
1152

3530
%総数=145

50 10 15 20 25

生活環境が悪い 30.3

交通の便が悪い 11.7

買い物に不便 11.7

隣近所との関係で 10.3

仕事の関係で 5.5

子供の教育の関係で 5.5

住宅取得が困難 4.8

家賃が高い 3.4

その他 14.5

無回答 2.1
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４）地域コミュニティ活動への参加について

問１２-１　地域活動

問１２-２　地域活動

問１２-１　福祉ボランティア活動

問１２-２　福祉ボランティア活動

「参加していない」が49.8％と、「参加している」

の40.5％をある程度上回る結果となっている。

最も回答が多いのは、「わからない」の34.5％であ

る。次に多いのは「参加したい」であり、30.9％

とこれを若干下回って続いている。第３位は「参

加したくない」の13.4％となっている。

「参加していない」が79.8％と、「参加している」

の8.5％を大きく上回る結果となっている。

最も回答が多いのは、「わからない」の46.2％であ

る。次に多いのは「参加したい」であり、23.2％

とこれを一定程度下回って続いている。第３位は

「参加したくない」の13.4％となっている。

参加していない 
49.8％ 

参加している 
40.5％ 

無回答 
9.6％ 

総数 
1152

参加したくない 
13.4％ 

わからない 
34.5％ 

参加したい 
30.9％ 

無回答 
21.2％ 

総数 
1152

参加していない 
79.8％ 

参加している 
8.5％ 

無回答 
11.7％ 

総数 
1152

参加したくない 
13.4％ 

参加したい 
23.2％ 

無回答 
17.3％ 

わからない 
46.2％ 

総数 
1152
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問１２-１　住民活動

問１２-２　住民活動

問１２-１　PTAや保護者会の役員

問１２-２　PTAや保護者会の役員

「参加していない」が71.0％と、「参加している」

の15.5％を大きく上回る結果となっている。

回答の中の第１位は、「わからない」の43.5％であ

り、第２位の「参加したい」の25.1％をかなり上

回っている。第３位は「参加したくない」（13.3％）

となっている。

参加していない 
71.0％ 

参加している 
15.5％ 

無回答13.5％ 

総数 
1152

参加したくない 
13.3％ 

わからない 
43.5％ 

参加したい 
25.1％ 

無回答 
18.1％ 

総数 
1152

参加していない 
69.0％ 

参加している 
15.5％ 

無回答15.5％ 

総数 
1152

参加したくない 
27.0％ 

わからない 
39.1％ 

参加したい 
10.8％ 

無回答 
23.2％ 

総数 
1152

「参加していない」が69.0％と、「参加している」

の15.5％を大きく上回る結果となっている。

回答の中の第１位は、「わからない」の39.1％であ

り、第２位の「参加したくない」の27.0％をかな

り上回っている。第３位は「参加したい」（10.8％）

となっている。
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問１２-１　スポーツ・レクリエーション活動や文化、学習活動

問１２-２　スポーツ・レクリエーション活動や文化、学習活動

「参加していない」が62.9％と、「参加している」

の24.7％を大きく上回る結果となっている。

回答の中の第１位は、「参加したい」の34.9％であ

り、第２位の「わからない」の33.1％を若干上回

っている。第３位は「参加したくない」（11.9％）

となっている。

参加していない 
62.9％ 

参加している 
24.7％ 

無回答12.4％ 

総数 
1152

参加したくない 
11.9％ 

わからない 
33.1％ 

参加したい 
34.9％ 

無回答 
20.1％ 

総数 
1152
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５）市政との関わりについて

問１３ 市政への関心

問１４ 市民参加を活性化する方策

最も回答が多いのは、「やや関心がある」の40.4％であ

る。次に多いのは「大いに関心がある」であり、

27.9％とこれを一定程度下回って続いている。第３位

は「あまり関心がない」の25.2％となっている。

最も回答が多いのは、「アンケート等」の44.2％である。

次に多いのは「あらゆる層の参画する機会」であり、

34.9％とこれをやや下回って続いている。第３位は

「情報公開の充実」の34.0％、第４位は「市民懇談会等

の開催」の21.3％、第５位は「まちづくり条例の制定

等」の9.6％となっている。

無回答 
3.0％ 

あまり関心がない 
25.2％ 

大いに関心がある 
27.9％ 

やや関心がある 
40.4％ 

全く関心がない 
3.6％ 

総数 
1152

総数=1152（複数回答） 
100 20 30 40 50

%

アンケート等 44.2

あらゆる層の参画する機会 34.9

情報公開の充実 34.0

市民懇談会等の開催 21.3

まちづくり条例の制定等 9.6

自治会に対する支援・協力 9.5

各種委員会等への委員の公募 8.9

助言や相談・専門家派遣等 4.5

NPO等への支援・協力 3.0

市民参加は必要ではない 0.6

その他 2.4

特にない 2.3

わからない 3.0

無回答 2.7
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６）男女共同参画社会について

問１５ 男女の平等についての評価

教育の場での男女平等を指摘する声が多い。職場や社会通年・慣習、社会全体については平等

であるとする声が少なくなっている。

問１６ 男女共同参画社会への必要な取組

最も多い答えは「企業が職場環境を整える」の45.1％

であり、第２位の「育児・介護休業制度の普及」の

22.4％の２倍以上となっている。第３位は「男性が考

えを改める」（21.5％）、第４位は「学校で教育する」

（19.6％）、第５位は「啓発活動」（19.2％）となってい

る。

総数=1152（複数回答） 
100 20 30 40 50

%

企業が職場環境を整える 45.1

育児・介護休暇制度の普及 22.4

男性が考えを改める 21.5

学校で教育する 19.6

啓発活動 19.2

相談窓口の設置 11.6

法律整備の促進 10.7

フレックスタイム制や在宅勤務等の普及 8.4

労働時間を短縮する 7.7

女性が男性の家事参画を認める 5.5

その他 1.7

わからない 6.3

無回答 3.0

1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0

家庭生活（1） 

職場（2） 

教育の場（3） 

地域活動の場（4） 

法律や制度（5） 

社会通念や慣習（6） 

社会全体（7） 

全体 
（0） 

男性が優遇 
（1） 

女性が優遇 
（5） 

わからない 
（6） 

やや男性が優遇 
（2） 

やや女性が優遇 
（4） 

平等 
（3） 

無回答 
（7） 

189 
16.4 
255 
22.1 
36 
3.1 
102 
8.9 
112 
9.7 
276 
24.0 
182 
15.8

423 
36.7 
429 
37.2 
141 
12.2 
338 
29.3 
311 
27.0 
514 
44.6 
576 
50.0

369 
32.0 
180 
15.6 
607 
52.7 
401 
34.8 
445 
38.6 
163 
14.1 
183 
15.9

66 
5.7 
42 
3.6 
39 
3.4 
84 
7.3 
58 
5.0 
34 
3.0 
52 
4.5

11 
1.0 
17 
1.5 
14 
1.2 
15 
1.3 
18 
1.6 
9  

0.8 
11 
1.0

62 
5.4 
165 
14.3 
240 
20.8 
156 
13.5 
153 
13.3 
107 
9.3 
100 
8.7

32 
2.8 
64 
5.6 
75 
6.5 
56 
4.9 
55 
4.8 
49 
4.3 
48 
4.2
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７）福祉等について

問１７ 医療・福祉の進め方

問１８ 高齢化への対応策

回答の中の第１位は、「行政サービス維持で若干の負担

増」の27.0％であり、第２位の「行政サービス最低限

で民間の充実」の23.7％を若干上回っている。第３位

は「わからない」（16.2％）、第４位は「行政サービスの

充実で負担増」（11.5％）、第５位は「行政サービス低下

で現状負担」（11.5％）となっている。

回答の中の第１位は、「社会保障の充実」の36.0％であ

り、第２位の「高齢者や障害者向けの働く場」の

30.6％をやや上回っている。第３位は「趣味・教養・

スポーツ等の機会」（30.4％）、第４位は「在宅福祉サ

ービスの充実」（17.0％）、第５位は「ボランティア活

動や助け合いの育成」（15.5％）となっている。

行政サービスの 
低下で現状負担 
11.5％ 

行政サービスの 
充実で負担増 
11.5％ わからない 

16.2％ 

その他 
5.9％ 

行政サービス 
最低限で 
民間の充実 
23.7％ 

行政サービスの 
維持で若干の負担増 
27.0％ 

無回答 
4.1％ 

総数 
1152

総数=1152（複数回答） 
50 10 15 20 25 30 35 40

%

社会保障の充実 36.0

高齢者や障害者向けの働く場 30.6

趣味・教養・スポーツ等の機会 30.4

在宅福祉サービスの充実 17.0

ボランティア活動や助け合いの育成 15.5

特別養護老人ホーム等の施設 15.3

病気の予防や治療 13.5

デイサービス・ショートステイの施設 11.7

建築・改築に助成 11.5

バリアフリー施設等 7.4

その他 1.0

わからない 1.0

無回答 0.7
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問１９ 次世代育成のための施策

問２０ 障害者の地域や社会参加の方策

最も回答が多いのは、「職場環境の整備を促す」の

48.4％である。次に多いのは「保育サービスの充実」

であり、28.8％とこれを一定程度下回って続いている。

第３位は「安全な生活環境の整備」の24.4％、第４位

は「経済的支援の充実」の21.6％、第５位は「保健・

医療の充実」の18.0％となっている。

最も多い答えは「働きやすい職場づくり」の50.0％で

あり、第２位の「使いやすい公共・公益施設」の

23.3％の２倍以上となっている。第３位は「交流イベ

ント等の機会」（21.1％）、第４位は「配慮した交通機

関や道路」（20.1％）、第５位は「ボランティアの育成」

（18.8％）となっている。

総数=1152（複数回答） 
100 20 30 40 50 60

%

職場環境の整備を促す 48.4

保育サービスの充実 28.8

安全な生活環境の整備 24.4

経済的支援の充実 21.6

保険・医療の充実 18.0

地域ぐるみの支援体制の整備 17.8

ゆとりある学校教育 11.4

相談制度の整備 8.2

ファミリー向け住宅の供給 4.3

その他 1.0

わからない 2.4

無回答 2.8

総数=1152（複数回答） 
100 20 30 40 50 60

%

働きやすい職場づくり 50.0

使いやすい公共・公益施設 23.3

交流イベント等の機会 21.1

配慮した交通機関や道路 20.1

ボランティアの育成 18.8

養護学校等の整備 17.2

障害者自身が積極性を持つ 13.2

家族が社会参加を援助 11.0

福祉教育や広報の充実 10.9

その他 0.3

わからない 2.4

無回答 1.2
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８）教育・文化について

問２１ 教育の充実のための施策

問２２ 市民文化醸成のための方策

回答の中の第１位は、「体験学習」の46.5％であり、第

２位の「小・中学校教育の充実」の30.4％をかなり上

回っている。第３位は「新しい学校制度の導入」

（21.1％）、第４位は「学校外での活動機会の充実」

（17.0％）、第５位は「社会教育施設の活用」（16.8％）

となっている。

回答の中の第１位は、「鑑賞機会を増やす」の38.0％で

あり、第２位の「地域文化を伝承・保存」の37.7％を

若干上回っている。第３位は「環境整備や仕組みづく

り」（32.9％）、第４位は「情報提供」（22.1％）、第５位

は「市民の発表の場をつくる」（16.5％）となっている。

総数=1152（複数回答） 
100 20 30 40 50

%

体験学習 46.5

小・中学校教育の充実 30.4

新しい学校制度の導入 21.1

学校外での活動機会の充実 17.0

社会教育施設の活用 16.8

施設の開放や公開講座の開催 9.6

公民館等での講座・講習 9.5

障害児のための支援員の配慮 8.1

大学との連携・協力 7.6

交換留学生の派遣や受入 7.6

その他 1.7

わからない 5.0

無回答 1.8

総数=1152（複数回答） %
10 155 30 3520 25 40

鑑賞機会を増やす 38.0

地域文化を伝承・保存 37.7

環境整備や仕組みづくり 32.9

情報提供 22.1

市民の発表の場をつくる 16.5

文化財の保存・活用 15.0

国際交流の活発化 8.8

芸術家の成長支援 3.4

その他 0.7

わからない 5.6

無回答 1.9

0
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９）産業活動について

問２３ 産業振興施策

１０）都市基盤の整備について

問２４ 都市基盤整備の施策

回答の中の第１位は、「既存産業・中小企業支援」の

51.5％であり、第２位の「市民生活密着型の産業振興」

の39.8％をかなり上回っている。第３位は「高付加価

値を持つ産業育成」（26.9％）、第４位は「農林業の振

興」（26.8％）、第５位は「新しい産業の育成」（16.3％）

となっている。

最も回答が多いのは、「生活道路の整備」の42.4％であ

る。次に多いのは「災害対策施設の整備」であり、

25.0％とこれを一定程度下回って続いている。第３位

は「幹線道路の整備」の23.0％、第４位は「公園や緑

地の整備」の18.6％、第５位は「公共下水道の整備」

の18.4％となっている。

総数=1152（複数回答） 
100 20 30 40 6050

%

既存産業・中小企業支援 51.5

市民生活密着型の産業振興 39.8

高付加価値を持つ産業育成 26.9

農林業の振興 26.8

新しい産業の育成 16.3

都市的な観光振興 12.7

その他 0.8

わからない 5.6

無回答 1.8

総数=1152（複数回答） 
100 20 30 40 50

%

生活道路の整備 42.4

災害対策施設の整備 25.0

幹線道路の整備 23.0

公園や緑地の整備 18.6

公共下水道の整備 18.4

公共交通網の整備 16.5

情報通信網の整備 11.5

市内河川の総合的整備 10.3

市民向け利便施設の整備 10.0

ライフラインの質の向上 7.6

その他 0.9

わからない 2.3

無回答 1.4
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１１）環境保全について

問２５ 環境保全のための施策

最も回答が多いのは、「大気や水質等の監視と指導」の

30.5％である。次に多いのは「事業者等への指導」で

あり、28.2％とこれを若干下回って続いている。第３

位は「公害の少ない交通環境の整備」の24.6％、第４

位は「ごみの分別・収集の指導」の23.4％、第５位は

「自然環境の保全・整備」の21.4％となっている。

総数=1152（複数回答） 
105 20 25 3015 35

%

大気や水質等の監視と指導 30.5

事業者等への指導 28.2

公害の少ない交通環境の整備 24.6

ごみの分別・収集の指導 23.4

自然環境の保全・整備 21.4

省エネ対策と自然エネルギーの利用 21.2

�リサイクル運動に対する支援 19.8

水環境の保全 18.2

有害科学物質対策 13.2

環境に配慮した公共事業の実施 12.2

環境にやさしい製品の購入促進 11.3

街並みや景観の保全 9.2

環境教育の促進 

生態系の調査と保護 6.1

環境保全活動への支援 5.6

環境保全のための情報提供 5.6

制度的な枠組みの整備 4.4

ISO14001の導入 2.9

その他 0.6

わからない 3.1

無回答 1.0

7.8

0



１２）防災対策について

問２６ 防災対策のための施策

総数=1152（複数回答） 

わかりやすい避難場所の設定 52.9

防災倉庫の整備 34.6

ライフラインの安全性強化 29.7

防災知識の普及・意識の高揚 29.5

各家庭の防災対策の促進 28.8

情報システムの確立 20.0

防災訓練の充実等 19.0

土地区画整理事業による整備 13.9

耐震防火用水・防火水槽の整備 13.5

4車線以上の道路整備 9.3

延焼しゃ断帯の形成 6.3

市街地再開発事業による不燃化 5.6

その他 

わからない 1.8

無回答 1.4

1.6

100 20 30 40 50 60
%

260

最も回答が多いのは、「わかりやすい避難場所の設定」

の52.9％である。次に多いのは「防災倉庫の整備」で

あり、34.6％とこれを一定程度下回って続いている。

第３位は「ライフラインの安全性強化」の29.7％、第

４位は「防災知識の普及・意識の高揚」の29.5％、第

５位は「各家庭の防災対策の促進」の28.8％となって

いる。
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１３）行政情報の提供について

問２７ 市の情報を得る手段

市の情報紙（市報など）が利用率が最も高く、56.1％と半数を超える。家族・知人も比較的

多く、新聞やテレビなどのマスコミを若干上回る利用率となっている。地域での集会や市のホ

ームページはあまり利用率が高くない。

問２８ 提供して欲しい情報

最も回答が多いのは、「イベントや催し」の26.9％であ

る。次に多いのは「市議会」であり、23.4％とこれを

若干下回って続いている。第３位は「施策や計画の紹

介」の23.4％、第４位は「福祉サービス」の22.9％、第

５位は「保健・健康に関する情報」の22.4％となって

いる。

総数=1152（複数回答） 

イベントや催し 26.9

市議会 23.4

施策や計画の紹介 23.4

福祉サービス 22.9

保健・健康に関する情報 22.4

施設利用 19.7

行財政運営の状況 18.4

各種相談窓口や申請方法 16.5

納税や確定申告など 15.8

防災 15.3

学校教育 12.2

ごみの分別や資源回収など 12.2

環境保全や公害 

サークル活動 9.1

市民講座 7.8

ボランティア活動 6.2

各種統計・調査 5.8

その他 1.2

わからない 2.2

無回答 1.4

11.3

50 10 15 20 25 30
%

1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0 
1152 
100.0

市の情報誌（1） 

新聞・タウン紙（2） 

テレビ・ラジオ（3） 

家族・知人（4） 

掲示板・回覧版（5） 

市のホームページ（6） 

地域での集会（7） 

全体 
（0） 

よく利用する 
（1） 

たまに利用する 
（2） 

利用しない 
（3） 

無回答 
（4） 

646 
56.1 
250 
21.7 
254 
22.0 
253 
22.0 
265 
23.0 
66 
5.7 
68 
5.9

392 
34.0 
580 
50.3 
484 
42.0 
687 
59.6 
467 
40.5 
237 
20.6 
354 
30.7

75 
6.5 
227 
19.7 
324 
28.1 
112 
9.7 
316 
27.4 
744 
64.6 
632 
54.9

39 
3.4 
95 
8.2 
90 
7.8 
100 
8.7 
104 
9.0 
105 
9.1 
98 
8.5
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問２９ 市の情報を得る今後の手段

１４）市役所の仕事について

問３０ 市役所の業務や組織について

回答のなかでは、「市が発行する情報紙」が82.2％と、

他に比べて格段に多くなっているのが目立っている。

２番目に多いのは、「自治会の掲示板・回覧板など」の

22.7％、３番目は「新聞・タウン紙など」の20.5％とな

っている。

最も多い答えは「行政組織をスリムにする」の61.4％

であり、第２位の「柔軟な発想で仕事をする」の

30.0％の２倍以上となっている。第３位は「窓口での

対応の向上」（25.7％）、第４位は「公費の支出のチェ

ックを強化する」（24.0％）、第５位は「事務や申請手

続きの迅速化」（22.6％）となっている。

総数=1152（複数回答） 
200 40 60 80 100

%

市が発行する情報誌 82.2

自治会の掲示板・回覧板など 22.7

新聞・タウン誌など 20.5

CATVなど地域メディア 16.2

テレビ・ラジオなど 12.8

市のホームページ 12.4

説明会など地域の集会 8.4

駅や公共施設などの電光掲示板 4.0

家族・知人など 3.6

その他 0.8

わからない 1.0

無回答 3.8

総数=1152（複数回答） 
2010 40 50 6030 70

%

行政組織をスリムにする 61.4

柔軟な発想で仕事をする 30.0

窓口での対応の向上 25.7

公費の支出のチェックを強化する 24.0

事務や申請手続きの迅速化 22.6

積極的に情報公開 19.6

民間にまかせる 16.8

財政の健全化 15.6

市民と市長の対話 15.0

民間の実務経験者の活用 10.7

公共施設の適正な整備・配置 9.6

市政への市民参画 8.2

職員研修を活発に行う 

行政評価・政策評価 5.4

その他 1.6

わからない 2.3

無回答 1.6

6.8

0
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１５）市の将来像について

問３２ 市の将来像

最も回答が多いのは、「交通の要」の37.2％である。次

に多いのは「健康・福祉の充実した都市」であり、

36.7％とこれを若干下回って続いている。第３位は

「子育ての楽しい都市」の31.3％、第４位は「環境にや

さしいうるおいのある都市」の26.2％、第５位は「み

どり豊かな都市」の25.2％となっている。

総数=1152（複数回答） 
105 20 25 30 3515 40

%

交通の要 37.2

健康・福祉の充実した都市 36.7

子育ての楽しい都市 31.3

環境にやさしいうるおいのある都市 26.2

みどり豊かな都市 25.2

快適性に優れた都市 22.7

四国内の業務管理機能 18.4

資源循環型の都市 15.7

芸術文化の香り高い都市 14.7

研究・開発機能 13.5

スポーツ交流の盛んな都市 12.2

市民活動の活発な都市 9.6

グローバルな都市 

その他 0.8

わからない 2.0

無回答 2.5

4.6

0
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平成16年４月１日

条例第13号

（設置）

第１条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、四国中央市基本

構想審議会（以下「審議会」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、市の基本構想の策定等に関する必要な事項について審議

を行うものとする。

（組織）

第３条 審議会は、委員30人以内で組織する。

２　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

（１）市議会議員

（２）公共的団体の役員

（３）学識経験を有する者

（４）市の職員

（委員の任期）

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、職名により選ばれた委員の任期は、その職にある

期間とし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任委員の残任期間とする。

（会長及び副会長）

第５条 審議会に会長及び副会長を置く。

２　会長及び副会長は、委員の互選とする。

３　会長及び副会長の任期は、委員の任期による。

４　会長は、会務を総理し、会議の議長となる。

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第６条 審議会の会議は、必要に応じ会長が招集する。

２　審議会は、委員の過半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（庶務）

第７条 審議会の庶務は、企画担当課において処理する。

（委任）

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この条例は、平成16年４月１日から施行する。

附　則（平成17年６月10日条例第29号）

この条例は、公布の日から施行し、平成17年４月１日から適用する。

５－１　四国中央市基本構想審議会条例
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（趣旨）

第１条 この規則は、四国中央市基本構想審議会条例（平成16年四国中央市条例第13号。以下

「条例」という。）第８条の規定に基づき、四国中央市基本構想審議会（以下「審議会」という。）

の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。

（審議事項）

第２条 条例第２条に規定する審議事項は、次のとおりとする。

（１）基本構想

（２）基本計画

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項

（会長等の責務）

第３条 会長は、審議会の会議（以下「会議」という。）を、迅速かつ能率的に運営するよう努

めなければならない。

２ 審議会の委員は、会議に積極的に参画するとともに円滑な議事運営に協力しなければなら

ない。

（関係者の出席）

第４条 会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、説明又は意見を聴く

ことができる。

（部会）

第５条 審議会に、部会を置くことができる。

（その他）

第６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、会長が会議に諮って定める。

附　則

この規則は、公布の日から施行する。

５－２　四国中央市基本構想審議会条例施行規則
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（設置）

第１条 四国中央市基本構想審議会条例施行規則第５条の規定に基づき、四国中央市基本計画審

議部会（以下「部会」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 部会は、主に基本計画に関し必要な事項について審議を行うものとする。

（組織）

第３条 部会は、委員10人以内で組織する。

２　委員は、基本構想審議会委員の中から、審議会で諮り決定する。

（委員の任期）

第４条 委員の任期は、基本構想審議会委員の任期と同じとする。委員が欠けた場合における補

欠委員の任期は、前任委員の残任期間とする。

（部会長及び副部会長）

第５条 部会に部会長及び副部会長を置く。

２　部会長及び副部会長は、委員の互選とする。

３　部会長及び副部会長の任期は、委員の任期による。

４　部会長は、会務を総理し、会議の議長となる。

５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき、又はかけたときは、その職務を代

理する。

（会議）

第６条 部会の会議は、必要に応じ部会長が招集する。

２　部会は、委員の過半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

３　部会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（庶務）

第７条 部会の庶務は、企画担当課において処理する。

（委任）

第８条 この要綱に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この要綱は、平成16年８月５日から施行する。

５－３　四国中央市基本計画審議部会設置要綱
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５－６　基本計画審議部会委員名簿

部 会 長  

副部会長 

委　　員 

委　　員 

委　　員 

委　　員 

委　　員 

委　　員 

委　　員 

委　　員 

大西　英彦 

加地　彰子 

石川　豊和 

石川　光重 

石村　　浩 

大西　敬志郎 

深川　正延 

星川　光代 

森實　泰三 

山本　淑子 

Ｆｏｕｒ－Ｃ　監事 

社会福祉法人　澄心　「なかまたち」コーディネーター 

四国中央市ＰＴＡ連合会会長 

伊予三島商店街連合会会長　 

アトリエＵＭＡ代表 

新宮あじさいグループ会長 

四国中央市土居地産地消推進委員会会長 

イースト愛媛ベンチャークラブ代表 

法皇青年会議所理事長　 

劇団　サイケデリックマンモス代表 

役　　職　　名 氏　　名 

平成16年8月26日現在　 
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四総企第66号

平成16年７月23日

四国中央市基本構想審議会会長　様

四国中央市長　井　原　　　巧

四国中央市基本構想審議会条例第２条の規定に基づき、第一次四国中央市総合計画基本構想

（案）等について、貴審議会の意見を求めます。

６－１　諮　問　書

第一次四国中央市総合計画基本構想（案）について（諮問）
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６ 基本構想で示された施策については、今後策定される基本計画に十分反映させ、実施可能な

事業については、速やかに実施し、新たなまちづくりを推進されたい。
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四国中央市基本構想審議会

基本構想審議会は、平成16年７月に市長より諮問を受け、その後概ね１年半の協議期間を経て

基本構想並びに基本計画の策定にあたった。通常の自治体における基本構想の改定とは異なり4

市町村合併後の新市の構想・計画であるがために、協議当初からかつての地域ごとの個性、文化

等を尊重しつつもなおそこに「新しい形」を求める気運が内外に満ちていた。

しかしながら、策定協議を始めるにあたりまず我々委員が目にしたものは、その深刻な財政事

情であった。合併の時期が「三位一体改革」に代表される国をあげての制度改革と重なり、国庫

補助金や地方交付税の減額の上に合併に伴う過渡期的経費がかさんだものであるが、この影響は

後に平成17年度当初予算が前年度比12パーセントの減額予算となったことでより顕著なものとな

った。ただし、こうした財政問題は合併の有無に関わらず、いまや全国自治体共有の問題となっ

ている状況に鑑みれば、むしろ今後の人件費、物件費等の削減が可能視されていること自体が合

併を選択した妥当性を主張するものであろう。

こうした状況を背景とし新市のまちづくりに対する審議会の協議が開始された。当初、必然的

にその論旨は行政の効率化に集中することとなったが、元来、当地域の合併は単に行財政の効率

化のみを求めたものではなく、強い地場産業の経済力と四国の中央という地の利を生かした新た

な交流拠点都市を目指すという目的があった。従って、協議の視点は次第に行革から新市のまち

づくりの構築、ルールづくりといった方向へと移り、委員発意による「四国のまんなか 人がまん

なか」という都市像が浮かび上がった。

これに基づく基本理念、施策の柱はすでに基本構想でご案内のとおりであるが、さらに各分野

ごとの具体的な事業を紹介したのがこの基本計画である。ただし、限られた時間の中で膨大な量

の事務事業の内容、実施時期などをすべて精査することは不可能であり、また今後の10年間は国

をあげての改革期となることが予想され、その社会的、経済的変化は予断を許さないところであ

る。従って、本審議会においては、10年間におけるまちづくりの基本理念とその骨格となるルー

ルづくり、また主要事業に対する考え方などに傾注することとなった。当然のことながら、これ

らの考え方などは今後３年間単位で１年ごとに改定を行う実施計画において反映され具現化され

るものと確信している。

なお、本基本計画の策定にあたっては、随所に審議会の意向を反映させたつもりではあるが、

まちづくり全般に共通する基本的な事項及び主要事業の考え方など、構成上書き示せなかった事

項について末尾ながら提言として残すこととした。今後の市政運営の参考となれば幸甚である。

（１）まちづくりの基本ルールとなる自治基本条例について

自治体の憲法とも言われる自治基本条例については、県下初の取組みとして平成18年度中の成

案化を目指しすでに民間の委員会により策定に取りかかっている。当審議会としても注目してい

る条例であり、公権と市民の権利、そして両者の責務等の明文化が新市のまちづくりに果たす役

６－４　新しいふるさとへ（新市建設への提言）
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割は大きいものと期待している。議会との連携を円滑に行い、議決後は同条例の趣旨目的を市政

全般に浸透させるべく、個別条例の精査に鋭意取り組まれたい。

（２）市民と行政の「協働」について

国・地方を問わず当面の間は厳しい財政状況が続くものと思われるが、そうした中で今後重要

視されているものが、市民と行政との「協働」である。新市においては、ボランティアなど市民

活動の推進のほか、公共事業の遂行にあたっては企画立案といったより早い段階における市民参

画が可能となる制度づくりを図られたい。また、道路や箱物に関わらず、事業の実施段階におい

ても関係団体や周辺住民の意見を求めるシステムを上記条例に基づき整備されたい。また、地方

のことは地方が責任をもって行う地方分権の趣旨に倣い、地域のことは地域が責任をもって行う

市民自治の普及のため、かかる推進策の構築に期待したい。

（３）より早期における合併の効果現出を

合併は最大の行政改革である。当市の合併の目的は、先にも述べたように新たな発展への方策

という主眼があるが、合併による行政の合理化、スリム化を前提としていることには相違ない。

本基本計画と並行して作成された行政改革大綱においては、10年間でおよそ260人以上の職員数

削減による人件費の削減や、施設の統廃合、民間への管理委託等による物件費の削減を提唱して

いるが、なお、今後の行財政運営に当たっては同大綱に基づく徹底した効率化を図り、１年でも

速く合併による経済効果を現出し、高い地場の経済力が最大限にまちづくりに反映されるよう努

められたい。ただし、行政区域が合併により拡大された中で行政のスリム化を進めていくために

は、現在すでに着手している補助金の見直し作業に見られるように住民の税意識の高揚に基づく

理解が不可欠である。また、それを得るための説得力、すなわち職員個々の資質向上が求められ

るところである。従って今後の行政改革にあたっては、指定管理者制度の積極的導入や施設業務

そのものの民営化等、民活の最大限の活用及び徹底した職員の意識改革を並行し強力に推進され

るよう望むものである。

（４）主要大型施設の建設について

本基本計画期間中（平成17年～同26年）における普通建設事業を考察する際、財政計画と照合

しどうしても先行し念頭に置かざるを得ないのが主要な大型施設の建設である。すでに着手して

いる東中学校や次に控える川之江小学校などの義務教育施設や合併後２千戸に余る戸数となった

公営住宅など、その老朽化から建替えを余儀なくされる事業については、順次その実施年度を調

整するという手法をとらざるをえないが、単年度もしくは２年度にまたがり建設される大型施設

については、その莫大な事業費から他の建設事業を圧迫するため、これらの建設時期をどこに設

定するかが重要な協議事項となった。審議会では、これら大型施設のうち特筆すべき事業として

「新庁舎」と「文化ホール」を選択した。

新庁舎については、合併協議会において小委員会を設置し協議された「新市の事務所の位置」

に関する協定項目に記載されている施設であり、今後の行政改革において最終的な組織機構を包

括する施設である。旧川之江、旧伊予三島の両庁舎の老朽化、耐震性の問題、また同じく構造上

の問題を抱える消防署庁舎との統合などの点から建替えが検討される施設である。
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文化ホールは、旧２市の老朽化した市民会館の建替えを背景とし、長年にわたり県にその建設

を陳情してきた施設である。また、一般市民や各種団体からの建設要望にも強いものがある。

この２つの施設に共通するものは、建設事業費に対する国庫補助金などといった特定財源がな

く、合併後10年間に限り許可される合併特例債に頼らざるを得ない点である。審議会において協

議した結果、文化ホールの建設を基本構想に定める第２ステージ（概ね平成20年度～同24年度）

に、そして新庁舎の建設を第３ステージ（概ね平成25年度～同26年度）と想定した。

その理由としては、まず厳しい財政状況の中では市民の要望が多い文化ホールを優先すべきと

考えたこと、そして新庁舎については職員数の削減等、組織機構の改革とある程度歩調を合わせ

検討すべきものであり、計画期間の最終段階である第３ステージが適当と考えたものである。

なお、これら大型施設の建設のみならず、行政の事務事業全般にわたってこれまで述べてきた

新しいまちづくりのルールに従い、より早い段階から市民の参画を得た準備検討期間を設けると

共に、事務事業の評価制度を導入し、新規事業に対する厳密な精査、継続または終了した事業へ

の正確な評価等を実施し、その結果を市民にわかりやすい形で公表されたい。

（５）おわりに

合併後１年を経て、井原市長の意向により市民サロン（出張市長室）、市民窓口センター（ワ

ンストップサービス）、女性生活相談室、障害者総合相談窓口など、市民への相談窓口が大きく

拡大された。今後、情報公開や個人情報保護といった問題が低調化するとは思われず、行政と市

民との円滑な関係を保つ上で、こうした会話を尊重した施策は益々その必要性を増していくもの

と思われる。

「四国のまんなか 人がまんなか」のまちづくりを進めるためには、市民と行政との協働、そ

の基本となる会話が不可欠である。合併後の様々な「しこり」が解消されるにはかなりの時間を

要するものであろうが、１日も早く新市としての一体感を醸成し、行財政の効率化を図り、今の

逼迫した財政状況から脱却すれば、もとより力のある四国中央市である。飛躍的な発展のさきに

「まんなか」が垣間見えるに違いない。本総合計画がその主役となって機能し、この提言がその

一助ともなれば幸甚である。
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７　総合計画に係る審議会等経過

 4 /15（木）9：30 

 5 /21（金）9：30 

 6 / 3 （木）9：00 

 7 / 5 （月）13：00 

 7 /23（金）13：30 

 8 /26（木）13：30 

 9 /21（火）15：00 

10/ 6 （水）19：00 

10/19（火）15：00 

10/29（金）15：00 

11/18（木）15：00 

12/ 9 （木）19：00 

12/22（水）13：00 

 1 /11（火）19：00 

 1 /27（木）14：25 

 2 / 3 （木）10：00 

 2 / 3 （木）14：00 

 2 / 4 （金）13：30 

 2 / 7 （月）10：00 

 2 / 8 （火）19：00 

 2 /10（木）13：30 

 2 /24（木）10：00 

 2 /28（月）14：30 

 3 /11（金） 

 3 /14（月）9：30 

 3 /15（火）19：00 

本庁5階第2委員会室 

本庁4階会議室 

本庁3階会議室 

本庁5階第1委員会室 

本庁4階会議室 

本庁5階第2委員会室 

本庁4階会議室 

本庁5階第2委員会室 

本庁5階第1委員会室 

福祉会館3階会議室 

本庁5階第2委員会室 

本庁4階会議室 

福祉会館3階会議室 

本庁5階第2委員会室 

本庁5階特別会議室 

本庁5階第1委員会室 

土居総合支所3階大会議室 

新宮中央公民館2階会議室 

本庁5階第1委員会室 

福祉会館3階会議室1 

林業研修センター2階会議室 

福祉会館3階会議室 

市長室 

 

本庁5階第1委員会室 

本庁4階会議室 

日　　時 場　　所 会議名等 内　　容 

【平成16年度】 

平
成
１６
年
 

平
成
１７
年
 

総合計画概要説明 

総合計画概要説明・調書等提出依頼 

9社→5社 

企画課で5社→3社　決裁で了承 

委嘱状交付・正副会長選出・委託業
者選定等 

市財政概要説明・正副部会長選出・
市民アンケート等 

パスコと基本計画協議 

基本構想の基本的方向・基本計画
調書協議 

市民アンケート分析中間報告・基本
構想協議 

審議部会活動報告・市民アンケート
分析中間報告・基本構想協議 

ＣＡＴＶ事業・将来像協議 

自治基本条例・行政評価・基本理念・
将来像・重点戦略協議 

審議部会活動報告・基本構想素案
協議 

基本構想案、今後の基本計画の進
め方協議 

基本構想案協議 

基本構想案協議 

基本構想案協議 

基本構想案協議 

基本構想案協議 

基本構想案協議・組織及び機構改
革報告 

基本構想案協議 

委員任期延長・基本構想案最終協議 

 

委員会付託 

採決（原案可決） 

平成17年度予算概要・基本計画案
協議 

第1回　部長会（策定委員会） 

第1回　作成班会 

企画課内会　委託業者1次審査 

部長会　委託業者2次審査 

第1回　基本構想審議会 

第1回　基本計画審議部会 

第2回　基本計画審議部会 

第3回　基本計画審議部会 

第4回　基本計画審議部会 

第2回　基本構想審議会 

第5回　基本計画審議部会 

第6回　基本計画審議部会 

第3回　基本構想審議会 

第7回　基本計画審議部会 

第2回　部長会（策定委員会） 

総務委員協議会 

土居町地域審議会 

新宮町地域審議会 

議員全員協議会 

第8回　基本計画審議部会 

嶺南地域活性化協議会 

第4回　基本構想審議会 

基本構想案　答申（星川副会長） 

基本構想案　議会追加上程 

総務委員会 

第９回　基本計画審議部会 
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 3 /25（金） 

 4 /25（月）19：00 

 5 / 9 （月）19：00 

 5 /23（月）19：00 

 6 / 9 （木）19：00 

 6 /24（金）10：00 

 7 / 5 （火）19：00 

 7 /21（木）19：00 

 8 /11（木）13：00 

 8 /24（水）19：00 

 8 /29（月）9：30 

 8 /29（月）13：30 

 9/1（木）～14日（水） 

 9 /20（火）10：00 

 9 /20（火）13：30 

 9 /20（火）19：00 

 9 /21（水）10：00 

 9 /27（火）19：00 

 9 /30（金）13：00 

 9 /30（金） 
審議会終了後 

本庁5階第2委員会室 

本庁5階第2委員会室 

本庁5階第2委員会室 

本庁5階第2委員会室 

福祉会館3階会議室 

本庁5階第2委員会室 

福祉会館3階会議室2 

福祉会館3階会議室 

福祉会館3階会議室2 

本庁5階第1委員会室 

本庁5階第1委員会室 

市ホームページ 

土居総合支所3階大会議室 

本庁5階第1委員会室 

林業研修センター2階会議室 

新宮中央公民館2階会議室 

福祉会館3階会議室1 

福祉会館3階会議室 

市長室 

【平成17年度】 

平
成
１７
年
 

基本構想案　議決（原案可決） 

今後のスケジュール・基本計画案
協議 

基本計画案協議 

基本計画案協議 

基本計画案協議 

基本計画案・「新市建設への提言」
（案）協議 

基本計画案協議 

基本計画案協議 

基本計画案協議 

基本計画案協議 

基本計画案説明 

基本計画案説明 

コメントなし 

基本計画案協議 

基本計画案協議 

基本計画案協議 

基本計画案協議 

基本計画案最終協議 

基本計画案最終協議 

星川副会長　同席 

本会議　最終日 

第10回　基本計画審議部会 

第11回　基本計画審議部会 

第12回　基本計画審議部会 

第13回　基本計画審議部会 

第5回　基本構想審議会 

第14回　基本計画審議部会 

第15回　基本計画審議部会 

第6回　基本構想審議会 

第16回　基本計画審議部会 

自民党勉強会 

共産党、公明・民主党勉強会 

パブリックコメント 

土居町地域審議会 

部長会 

嶺南地域活性化協議会 

新宮町地域審議会 

第17回　基本計画審議部会 
(最終） 

第7回　基本構想審議会 
（最終） 

基本計画案　答申（井川会長） 


